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月例研究会ご案内

　海賊版は著作権の侵害であり、権利者が本来得るべき利益を奪うばかりでなく、消費者の利益、安心、安全をも損なうものであります。　また、国内外の市場においても、企業間の適正な競争を阻害していることは周知の通りであります。

　この度、不正商品対策協議会のご協力により日本国際映画著作権協会のご参加をいただき、加えて中国中倫金通律師事務所のご好意により、「知的財産戦略推進プログラム」の一環として、海賊版問題をテーマとする月例研究会を下記の要領で開催いたします。ここに謹んでご案内申し上げます。皆様方にはご多用中とは存じますが、奮ってご参加くださいますよう、お願い申し上げます。

記

日時　　2006年2月13日（月）　12：30～15：30
会場　　早稲田大学大学院日本橋校
　　　　東京都中央区日本橋1-4-1　コレド5階（旧東急百貨店跡）　TEL：03-3272-6782
　　　　地下鉄　銀座線、東西線、都営大江戸線「日本橋駅」直結、出口B12,C1,C2

テーマ・講師

1． テーマ：　「不正商品対策協議会の活動について

　　　　　　　　～日本における海賊版対策と広報啓発活動の必要性～」
講　師：　後藤　健郎氏　　不正商品対策協議会（注1）事務局担当部長
2． テーマ：　「映画の著作権侵害～海賊行為の現状と具体的対応策」
講　師：　栗原　英明氏　　日本国際映画著作権協会（注2）調査本部長
3． テーマ：　「中国における海賊版の取締の現状

～主管行政部門の関連業務と法令を中心に～」

　　　　　　講　師：　王　小平氏　　　中倫金通律師事務所　パートナー・弁護士

注1． 不正商品対策協議会は、1986年、不正商品の排除及び知的財産の保護を目的として、知的財産権侵害に悩む各種業界団体により設立された任意団体。警察庁等の関係機関と連携し、シンポジウムの主催や各種催物へ参加を通じて、広報啓発活動、海外における不正商品販売の実態調査、海外の捜査機関や税関等の法執行機関に対する働き掛け等を行っています。
注2． 日本国際映画著作権協会は、米国のハリウッドの7大メジャーで構成されるMPAの日本支社として、日本国における海賊版対策などを実施している団体です。

参加料　　5,000円　（ただし、商工会議所会員は、３,000円）
　　　　　　ご面倒をおかけしますが、下記の口座にお振込みくださるか、月例研究会当日（2月13日）受付でお支払くださいますようお願い致します。

　　　　　りそな銀行参議院支店　普通預金　8109610　 

名義人　　先端テクノロジー・エデュケーション・センター
振込手数料につきましては、振込人によるご負担とさせて頂きますので、予めご了承くださいますようお願い致します。
お問い合わせ先　　TEL：03-5371-8940　　E-mail：atec_jp@cds.ne.jp
お申し込み方法　　FAXまたはメールでお願い致します。
　　　　　　　　　FAX：03-5371-8940　　E-mail：atec_jp@cds.ne.jp
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
先端テクノロジー・エデュケーション・センター　行　　　　　　　2006年　　月　　日
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